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1 .　はじめに

非営利組織の経営者にとって，キャッシュフ
ローをいかに安定的なものに構築してゆくの
か，そのためにはどのような収入構造を築くべ
きかという点は最大の関心事のひとつであろ
う。しかしながら，非営利セクターにおいては
その目安にあたるものが不在である。
非営利組織の財務面に焦点を当て分析を行う
ことは比較的新しい試みであり，1990 年代よ
り米国を中心に研究成果が発表されるように
なっている。さらに，この目安を探るためには，

データに基づいて非営利セクターに共通の傾向
やパターンを見出す必要がある。そのような問
題意識からNPO法人の会計情報を財務データ
ベースとして構築する試みが行われており，最
も網羅的かつ統一的なデータベースのひとつが
大阪大学NPO研究情報センターのNPO法人財
務データベースである。このデータベースをも
とにNPO法人全体の財務状況や持続性に影響
を与える要因に関する分析結果も発表されてい
る。
しかし，設立したばかりの組織と活動を始め
て一定の時間を経た組織にとって，資金調達方
法や活動資金の構成が同じとは限らない。安定
的なキャッシュフローをどのように構築してゆ
くのかという問いかけに応えるためには，組織
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の発展段階をみることのできるような経年デー
タを分析することも必要となる。
本研究は，東京都所管NPO法人の 7年間の
パネルデータを構築し，これを分析することに
よって，一定期間に収入源を増加あるいは減少
させた団体の特徴を把握すること，さらには
キャッシュフローを構築するプロセスと活動資
金構成の特徴を明らかにすることを目的とす
る。

2 .　 非営利組織のキャッシュフローにかかる先
行研究

2.1 .　活動資金構成にかかる先行研究
非営利組織における収入構造あるいは収入戦
略にはどのような特徴や特異性があるのだろう
か。非営利組織の持続的な活動を支える上で，
財政基盤の安定が必要不可欠であるが，多様な
活動と多様な収入源を持つ非営利組織にとっ
て，収入源のバランスや維持における特徴や，
収入獲得のための戦略は，組織の規模や活動分
野や活動年数などによって異なってくると考え
られる。
非営利組織の収入源には，個人や法人からの
会費や寄付金，自主財源としての事業収入，行
政や企業や財団からの補助金や助成金，行政か
らの委託費などがある。非分配制約の下で組織
行動が規定される非営利組織では，サービスの
対価としての受益者による支払いから得られる
収入以外に，自発的あるいは無償の活動支援と
しての資金提供による収入や，支援を得ること
により一定の拘束を受けるような資金提供によ
る収入もあるということである。
活動資金の財源ごとの特徴およびメリット・
デメリットについては，Froelich（1999）が主
要な5つの財源に分けて整理している。第一に，
個人寄付は組織の活動に対する関心と支援の表
れであり，それを特徴付ける重要なインプット
であるとしている。一方で，不安定な収入源で

あり，組織目標や活動内容が大口寄付者の意向
や嗜好に影響される可能性もある。第二に，法
人寄付は資金調達における効率性の観点から，
少数の企業から多額の寄付を得られる可能性が
ある。しかし，成果が見えやすい活動や事業に
対して拠出されがちであるとともに，個人寄付
と同様，不安定な収入源であり，企業の意向を
反映した経営や活動方針にシフトしたり，資金
調達における経営努力が怠慢になる可能性があ
る。第三に，財団による助成金は，収入源とし
て大きいが，個人寄付や法人寄付よりも不安定
で，財団の意向や申請手続きによる影響を受け
る可能性がある。第四に，政府・行政補助金は
非常に安定した財源ではあるが，会計上の制約
が大きく，政府の規制に完全に拘束されるので
使途の自由度が非常に低い。行政の政策の変更
に伴って突然失う可能性も高い。第五に，事業
収入は非営利組織の財政的な自主性・自立性が
確保できる財源である。収入規模の予測と管理
が容易で，継続的な獲得も期待できる。一方，
事業収入を得るために市場の需要に適ったサー
ビスを生産・供給する可能性があり，営利組織
との差異が見出しにくくなり，組織の活動理念
が歪められてしまう可能性がある。
事例研究や既存の実証研究でも，経済停滞時
の政府財源の縮小に伴う非営利組織の経営状況
の悪化（Smith and Lipsky 1993 , Salamon 1995），
他の財源確保のための競争激化による組織内
の雇用削減やサービス供給の縮小（Kotler and 

Kotler 1998），アメリカにおけるレーガン政権
時の財政支出の削減に対する寄付金による同額
補填の失敗（Salamon 1997），寄付の資金調達
コストが非営利組織の経営に負の影響を与えう
ること（Young et al. 1996），単年度受託が基本
である行政からの委託収入の増加に伴う非正規
職員の増加（Akingbola 2004）など，財源によ
る固有の制約や影響が示されている。
このようなそれぞれの財源における特徴や調
達上の課題を踏まえて，多様な財源から資金調
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達することにより，資金提供者側の方針の変化
や政治経済や社会的情勢の変化などの外部要因
に対応していくことが考えられる。そして，そ
れぞれの財源のリスクを平準化し，安定した財
務体質や雇用基盤を備えることができ，組織の
持続性を保つことにつながることが示唆され
る。
財務面から見た非営利組織の持続性につい

ては，財務諸表を用いた財政的脆弱性の評価基
準に関する実証的検証が行われている（Chang 

and Tuckman 1994 , Tuckman and Chang 1991 , 

Trussel 2002）。さらに，財源の多様性が組織
の持続性に与える影響については，Chang and 

Tuckman（1994）がScherer and Ross（1990）に
従って，Herfi ndal-Hirshcman Index（HHI）を用
いた 9つの収入源（直接寄付，間接寄付，政府
補助金，事業収入，会費，利子・配当・賃料，
資産売却益，商品販売純利益，その他収入）か
らなる収入多様性指標を開発している。石田
（2008）は日本全国のNPO法人財務データベー
ス（website）を用いて，6つの収入源（入会金・
会費収入，寄付金収入，事業収入，補助金・助
成金収入，その他経常収入，その他活動経常収
入）から構成される多様性指標を算出し，収入
多様性の規定要因について実証分析を行ってい
る。その結果，支出規模が大きな組織であるほ
ど多様な財源からより均等に収入を得ている一
方，組織規模が拡大すると少数の財源に集中す
る傾向も見られることが明らかになった。また，
活動分野により収入構造が異なり，分野により
獲得しやすい財源と獲得しにくい財源があるこ
とも指摘している。そして，活動分野ごとの財
源の優位性を考慮したうえで，多様な財源に対
する戦略的な資金獲得を行う必要があることを
指摘している。
馬場他（2009）は，日本の非営利法人を対象
に，財務指標を用いた組織の持続性と収入戦略
の関係について実証分析を行っている。その結
果，短期的な財政基盤に偏っている組織では収

入多様性が低く，特定の財源からの収入に依存
する傾向があることが分かった。中長期的な財
政基盤を築いている組織では，収入多様性が高
く，会費や寄付金から構成される社会的収入支
援比率が高いことが分かった。そして，長期的
な組織運営の観点から，財源多様性の確保や，
活動への理解や支援の表れとしての社会的支援
収入を獲得することの重要性を指摘している。

2 .2 .　成長段階別にみた収入戦略
さらに，財源の多様性が組織の持続性に与え
る影響について，持続性への経路に着目して，
収入財源の組みあわせやバランスや財源そのも
のの重要度が組織の成長段階に応じて異なるこ
とを示唆する研究もある。　

Greenlee and Tuckman（2007）は，成長段階
を誕生期，安定期，成長期，多様化期，終末期
の 5段階に分けて，各段階での財務戦略におけ
る検討事項，戦略の内容，その目安となる財務
指標について表 1のように指摘している。
誕生期では，事業を定着，浸透させ，組織を
軌道に乗せるための資金繰りの確保が重要であ
ることが分かる。安定期には，財務運営におけ
るフィードバックや資産構築や基金創設など新
たな活動資源の確立を模索する時期といえる。
成長期に入ると，活動理念と収益性のバランス
を考えながら，経営資源（人・物・金）の集中
投下を行う必要があるといえる。そして多様化
期には，新規事業の開拓や営業活動資金など成
長資金のバランスを考えながら収益力の強化を
図り，組織を取り巻く外部環境（利害関係者）
の変化への適応が可能な財務体質を備えている
ことが重要である。

Kearns（2007）も非営利組織の成長段階に応
じた収入戦略の必要性について，中長期の視点
から，組織のライフサイクルに応じて留意すべ
きポイントが異なると述べている。設立期に
は，活動の立ち上げから数年間の維持が可能な
ベンチャー・キャピタルに相当する運転資金の
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確保が重要であり，財団の助成金や政府からの
委託金など少数の資金提供者からまとまった額
の資金を注入する方法が典型的であるとしてい
る。そして，成長期に入ると，組織のリーダー
は個人寄付を含む地域社会からの資金調達を模
索し，企業の資本にあたる正味財産を増強する
ことも念頭に置いている。成熟期にある組織で
は，収益事業を展開することで新たな資金源を
模索し，資金源の多様性を目指していく。
このように，資金源の多様化は組織を立ち上
げたばかりのスタートアップの時期や誕生期の
段階からめざすのではなく，むしろ，その次の
ステージである「安定期」に入ってから参考に
すべき指標として提示されている。
非営利組織のライフサイクルをもとに，資
金調達のあり方をみてゆくと，明らかにその
ステージに応じて，資金調達のあり方や戦略
の視点が異なることがわかる。Greenlee and 
Tuckman（2007）が「収入源をいかに継続的
なものにするか。どうやって，繰り返しファン
ド・レイジングをしなければならないような，
１回限りの限定的な資金源から，継続的なもの
にシフトしてゆくのか。」と述べているように，

誕生期あるいはスタートアップの段階にある組
織にとって，より継続的で安定的なキャッシュ
フローを確保してゆくのかが，当面の重要課題
であると思われる。換言すれば，まず，組織を
立ち上げ，活動を開始するために必要な運転資
金を調達したあとは，いかに継続的かつ安定し
た資金源を確保するかが課題になるということ
である。また，このような主たる資金源は，活
動計画を継続的に策定する際の資金的根拠を提
供するものでもある。

2 .3 .　東京都パネルデータにかかる先行研究
筆者は，2003 年度に経常収入が 2 ,000 万円
台であった東京都所管NPO法人（154 団体）が
提出した 2000 年から 2006 年の 7年間の会計報
告書を入手し，経年の財務データベースを構築
した。財政基盤の安定と収入規模との関係につ
いて，田中他（2008）は，日本全国のNPO法
人の 2003 年度財務データを分析した結果，経
常収入における「2 ,000 万円の壁」が存在する
可能性を指摘している。NPO法人の収入規模は
0円から 37 .5 憶円と幅広いものの，60%余が
500 万円未満に集中しているとともに，2 ,000

表 1　成長段階ごとの収入戦略

NPO

IRS
+

出所：Greenlee and Tuckman（2007）をもとに筆者作成
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万円を超える団体は 20%弱に過ぎず，2 ,000
万円を超えることが容易ではないことを指摘し
ている。愛知県県民社会活動推進課（2007）に
よる調査でも，設立後の期間が浅い団体の収入
規模が，1 ,000～2 ,000 万円で伸び悩む傾向を
指摘しており，専従職員 1～2名程度の中小事
務所から，複数の常勤スタッフを抱える事業体
にステップアップするための壁を乗り越える必
要性を議論している。
そこで本研究では，収入規模が 2 ,000 万円台
に到達していることを，団体の活動持続と財
政基盤確立のためのひとつのシグナルとして，
2003 年度に 2000 万円台にある団体について，
その前後の経緯および変化を観察することにし
た。
田中他（2009）は，2003 -2006 年の 4年間の

データについて，その収入規模の平均を出し，
財務的な持続性などを示す指標を選定した上で
分析を行っている。分析対象となった 154 団体
のうち 6割は現状維持か低迷傾向を示し，4割
は規模を伸ばし上昇傾向にあることがわかっ
た。また，全般に事業収入比率が高かった。し
かしながら，規模を伸ばした団体の中にも赤字
団体を見出すことができ，財務的な状態は芳し
くないことが読み取れた。収入を構成する費目
と各財務指標の順位相関係数に着目すると次の
ような特徴がみえてきた。つまり，収入規模を
単一の資金源，すなわち事業収入によって伸ば
す傾向がある。だが事業収入と持続性を示す財
務指標との関係をみると，負の関係性が見出さ
れ，事業収入のみに依存すると財務的な持続性
に負の影響をもたらすことが示唆されていた。
他方で，社会的支援収入は，収入多様性および
財務的な中長期の持続性に寄与していることが
示唆されていた。
この分析は，収入増減に影響する資金要素お
よび財務的な持続性にかかる要因を明らかに
しようと試みたものである。しかし，Greenlee 

and Tuckman（2007）やKearns（2007）が論じた

ように，発展段階に応じた事業資金構成や戦略
を考えてゆくためには，パネルデータにおける
経年の変化をより詳細に分析してゆく必要があ
る。そこで，本研究では東京都パネルデータの
年毎の変化に着目する。

3 .　収入増減別にみた団体の特徴

3.1 .　分析目的と対象
ここではパネルデータを収入増減別に分析す
るが，その目的は，一定期間内で収入を増加さ
せた団体および減少させた団体の財務的な特徴
を把握することである。
分析対象として， 東京都所管NPO法人の経年
のパネルデータのうち，データが一律に揃って
いる 2003 -2006 年の財務データに着目した1。

3 .2 .　アプローチ
まず，2003 年に経常収入が 2 ,000 万円台に

到達して以降，収入を増加させたものと減少さ
せたもの，そして増減にさほど大きな変化がな
かったものに区分するためにグループ分けする
ことにした。東京都所管パネルデータ分析にか
かる先行研究を参考に，4つのグループに分け
た。まず，年毎の変動率の大きな団体の存在
を配慮し，2004 年 -2006 年の経常収入平均額
を出した。その平均額をもとに，2 ,000 万円未
満（20 .3%），2 ,000 万 ～ 3 ,000 万 円（41%），
3 ,000 万～4 ,000 万円（24 .2%），4 ,000 万円以
上（14 .4%）に区分した。ちなみにこれらの平
均額の最高額は 147 ,224 ,195 円，最低額は 0円
だった。
次に財務分析にあたり指標を選定した。先行
研究において，有効性の高い指標が指摘されて
いるが，これを参考に，短期的持続性を示す指
標として支払可能期間，中長期の持続性を示す

1 2000 -2006 年の 7年間のパネルデータではあるが，
2000 -2003 年の間に設立された団体が存在するため，
2003 年以前のサンプル数にバラツキがある。
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指標として正味財産・収入比率を選定した。ま
た，資金調達力を示す指標で，中長期の持続性
と関係性が有意であると示された指標として，
収益率，収入集中度（あるいは収入多様性），
そして社会的支援収入比率を選定した。

3 .3 .　分析結果
まず，経常収入とその内訳の推移にかかる分
析結果について説明する。
図 1は，各グループ別に 2003 年から 2006 年
の経常収入合計額の推移を示したものである。

2 ,000 万円台，3 ,000 万円台のグループはその
推移のあり方について団体間の分散が小さい
が，4 ,000 万円台，2 ,000 万円未満はバラツキ
がより大きいことがわかる。
図 2は，グループ別経常収入内訳，すなわち
収入構造の推移を示したものである。これらを
比較してみると，2 ,000 万円以上の 3 グループ
では事業収入比率が全収入の 6割を超えている
のに対し，2 ,000 万円未満は事業収入比率が 5
割前後で伸び悩んでいることがわかる。中央値
に着目すると，2 ,000 万円未満は 49 -65%の幅
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図 1　経常収入の推移
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で変動しているが，2 ,000 万円以上は 79 -94%

の幅で変動しており，2 ,000 万円以上の団体に
おける事業収入比率の高さがより顕著である。
また，入会金・会費収入と寄付金収入から成
る社会的支援収入の収入単体に占める比率は
30 -40%の間で変動しており，他の 3グループ
が 20 -30%の間で変動しているのに比較しても
社会的支援収入比率が高いことがわかる2。
次に，財務指標による分析結果を説明する。
短期的な持続性を示す支払可能期間について
は，その数値および変動の仕方にはグループ間
で大きな差異はなかった。平均値に着目すると
どのグループもおおよそ 3ヶ月から 5ヶ月の間
で変動している。2 ,000 万円未満の数値が大き
く変化しているが，グループ内の一部の団体の
変化に影響されていると考えられる。そこで中
央値に着目すると，どのグループも 1 .5ヶ月か
ら 3 .5ヶ月の間で，2 ,000 万円未満がやや低い
ものの，さほど差異はみられなかった。
中長期の持続性を示す，正味財産・収入比率
に着目する。正味財産・収入比率については各
グループ内において分散が大きいため各グルー
プの特徴を明確なかたちで説明するのが困難で
ある。しかし，全体を通じてみると，2 ,000 万
円台，3 ,000 万円台は平均値で 15 -22%，中央
値で 22 -30%の間で推移しており経年の振幅が
小さく安定している。他方，4 ,000 万円以上に
なると 10 -18%程度とグループ内のバラツキが
やや大きくなり，中央値では 10 -18%，平均で
は 15 -50%となる。2 ,000 万円未満は平均値で
は 4%から 1%と低下，さらに中央値であると
負値を示している。
収益率に着目する。これは活動を継続する
ための資金獲得力を示す指標のひとつである。
2 ,000 万円以上は全般に 1%から 5%で推移し，
2 中央値について着目すると，グループ間の差異はよ
り顕著である。2 ,000 万円未満の社会的支援収入比率
は 2 -18%の間で変動しているが，2 ,000 万円以上に
なると 1 .2%から 12%の間で変動しており，2 ,000
万円未満の社会的支援収入比率の高さが顕著である。

変動幅も小さく同じような傾向を示している。
2 ,000 万円未満の団体は，平均値で 2％から
-7%，中央値で -0 .4%から -12%と毎年落ち込
みながら赤字傾向を示している。
次に，社会的支援収入比率に着目する。これ
も活動を継続するための資金獲得力を示す指
標であり，かつ社会的支持獲得の指標でもあ
る。図 2の経常収入内訳の推移でも述べたよう
に 2 ,000 万円未満の比率が他に比して高い。ま
た，どのグループも経年の変動幅が大きく，ま
た社会的支援収入比率が高い団体と低い団体が
存在している。また，4 ,000 万円以上について
は，平均 20 .68%から 22 .6%の推移，中央値
1 .2%から 7 .4%の推移と両者の間に乖離がみ
られるが，これは事業収入比率が高い団体のほ
かに，寄付など社会的支援収入比率が高く，こ
れによって収入額を伸ばしている団体が存在し
ていることを示唆している。
収入多様性指標に着目する。これは財務的な
リスクへの耐用力であり，活動を継続するた
めの資金獲得力を示す指標である。Scherer and 

Ross （1990） に基づき，Herfi ndahl Hirschman 

Index （以下，HHI）を使用し，財源の数と収入
に占める各財源の割合のいずれも考慮した指標
を作成する。計算方法は次のとおりである。

ここで， は 番目の財源からの収入額，
は経常収入合計， は財源の数である。財源に
ついては，石田（2008）と同様，入会金・会費
収入，寄付金収入，事業収入，補助金・助成金
収入，その他経常収入，その他活動による経常
収入の 6つの収入源を用いており，従って最大
財源数は 6である。
どのグループも収入多様性が 0 .75 以上と相
対的に高い団体と，0 .6 以下と比較的低い団体
の双方が存在している。グループの平均値と中
央値に着目すると 2 ,000 万円以上のグループ
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は 0 .76 から 0 .87 の間で，比較的変動幅が少な
く安定傾向を示している。しかし，2 ,000 万円
未満の平均値と中央値についてみると 0 .7 から
0 .5 の幅であり，相対的に収入集中度が低く，
下降傾向を示している。

3 .4 .　小括：収入増減別の特徴
3.4 .1 .　分析結果にみるグループの特徴
以上，収入増減規模別に 4つのグループの比
較分析を行なったが，特徴的な点についてまと
める。
総じて，収入規模を伸ばした団体は事業収入

比率が高く，単一の収入によって規模を伸ばす
傾向がある。財務的な状況についてみると，赤
字や債務超過は収入規模を減少させた団体につ
いてより顕著で，収入規模を維持したか増加さ
せた団体では少ない。他方，短期的な持続性を
示す指標値や収入多様性については 2 ,000 万円
台，3 ,000 万円台と 4 ,000 万円以上の間には大
きな差異はみられなかった。中長期の持続性に
ついても同様であるが，4 ,000 万円以上の団体
の中には正味財産・収入比率の値を大きく伸ば
している団体が存在している。従って，収入規
模を伸ばしたグループについては，その伸び幅

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2003 2004 2005 2006
0%

20%

40%

60%

80%

100%

2003 2004 2005 2006

4,000 3,000  

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2003 2004 2005 2006
0%

20%

40%

60%

80%

100%

2003 2004 2005 2006

2,000 2,000  

図 2　経常収入内訳の推移
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の差異にもかかわらず，全般に財務状況の差異
が見出せなかった。これは，全般に収益率が低
いことと関係すると思われる。すなわち，行政
からの業務委託など収益率の低い事業収入に依
拠している団体が多い場合，収入規模を伸ばし
ても剰余金を蓄積して正味財産を築くことがで
きず，財務的な改善につながらないものと思わ
れる。この点は田中他（2009）による関連先行
研究の分析結果，すなわち事業収入が財務的持
続性とは関係性がなく，むしろ正味財産・収入
比率とは負の関係性を示しているという結果と
も一致する。
他方，収入規模を 2 ,000 万円未満に減少させ
た団体の財務状況は明らかに悪化していること
がわかる。また，他と比較して事業収入比率が
低めで，社会的支援収入比率が高く，収入多様
性が高いのが特徴である。

3 .4 .2 .　疑問点：先行研究結果との矛盾
以上，収入増減別にその特徴をみてきたが，
ここでひとつの疑問が起こる。本分析に先立っ
て行なわれた東京都所管NPO法人の全体傾向
の分析においては，社会的支援収入比率は，支
払可能期間や正味財産・収入比率という短期お
よび中長期の持続性を示す指標と有意な相関関
係が見出された。また，収入多様性と事業収入
比率は正の相関を示すが，正味財産・収入比率
とは負の相関関係を示していた。つまり，収入
多様性は中長期の持続性と，社会的支援収入比
率は短期および中長期の持続性と有意な関係が
あることを示唆していたのである。
しかしながら，2 ,000 万円未満については社

会的支援収入比率が高く，収入多様性も高い傾
向を示している。だが財務的な持続性は短期，
中長期ともに確保できず，財政状況は悪化傾向
を示している。先行研究の分析結果との間に矛
盾があるようにみえるのである。
このように考えると，社会的支援収入比率や
収入多様性を単純に財務的な持続性と関係性の

高い指標ということができない。これらの指標
が財務的持続性と関係性が高いものであると述
べるためには，何らかの条件を前提にして考え
る必要があるのではないか。

4 .　仮説の設定

そこで，先の前提条件にあたるものについて
仮説を設定したい。
まず，考えるべきは，2 ,000 万円未満の社会
的支援収入比率と 2 ,000 万円以上のそれを同質
のものと捉えてよいのかということである。す
なわち，2 ,000 万円未満は収入規模の面では後
退し，成長・発展路線には乗っていない団体で
ある。他方，2 ,000 万円は現状維持，3 ,000 万
円台，4 ,000 万円以上は収入規模面では成長・
発展路線に乗っている。成長・発展路線に乗り
切れていない 2 ,000 万円未満の団体にとっての
社会的支援収入は，成長・発展路線に乗ってい
る団体にとっての社会的支援収入とは意味づけ
が異なると考えた。
成長・発展段階に応じた収入戦略や資金調達
について論じているのが，先の文献レビュー
の項で紹介したGreenlee and Tuckman （2007），
Kearns （2007）である。いずれも，組織の立ち
上げ時期においては，組織と活動を軌道に乗せ
るべく，一回限りの限定的な資金から，いかに
継続的で安定した資金，すなわちキャッシュフ
ローを確保してゆくかが課題であると述べてい
る。また，収入多様性の重要性についても述べ
られているが，いずれも，成長期や安定期など，
組織立ち上げ時期の次のステージの課題である
と論じられている。
このような成長段階に応じた収入戦略を本分
析対象に適用してみると次のようなことがいえ
る。まず，対象サンプルは一定期間の中で，収
入規模を大きく伸ばした団体と，縮小した団体
がある。しかし，Greenlee and Tuckman （2007） 
が述べるような，資産を構築し，収入多様性を
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確保しているような「安定期」のステージであ
ることを顕著に示すようなグループは存在しな
い3。
従って，本分析対象は立ち上げの時期，ある
いは「誕生期」のステージにあると捉えること
ができる。しかし，これらの団体の状況が同質
ではないことは先の分析結果から明らかであ
る。2 ,000 万円未満と 2 ,000 万円以上との間で，
収入構造や財務的な状況が異なることから，同
じ「誕生期」の中でも，2つのステージに区分
されると考えた。すなわち，組織を立ち上げ活
動を開始するステージと，活動を軌道に乗せる
ために継続的でより安定した資金を確保するス
テージである。そこで次のように整理した。
第 1に組織の立ち上げ資金を調達するステー
ジ，第 2に活動を継続するためのより継続的で
安定した資金を確保するステージ，そして第 3
に収入多様化を実現するステージという 3つの
ステージが考えられる。分析対象となった団体
のほとんどは第1および第2ステージにあるが，
一部収入多様性の高い団体の存在も確認された
ことや収入多様性と財務的持続性との関係を配
慮し，第 3ステージも視野に入れた。
そして，この考え方に基づき，2 ,000 万円未
満の社会的支援収入比率および収入多様性が高
いことを捉えると，次のように想定できる。す
なわち，2 ,000 万円以上の団体は第 2ステージ
に移行できたのに対し，2 ,000 万円未満は第 1
ステージに留まっている。そして，このような
団体は，主たる資金源ともいうべき継続的で安
定的な資金の確保はできていない。このような
状況下では，社会的支援収入を含め個々の収入
費目の比率は相対的に高くなる。また，2 ,000
万円未満の収入多様性が高いのは，安定した資
金源が確立されていないために，個々の収入費
目の比率が相対的に高くなっていることに起因

3 ただし，4 ,000 万円台のグループの中には正味財産・
収入比率が高く，収入多様性の高い団体も小数では
あるが存在している。

するのではないかと考えた。
以上，本分析における 2 ,000 万円未満の特徴
と先行研究結果との矛盾点に着目し，その原因
について仮説を構築した。次節からはこの仮説
の検証を行う。

5 .　仮説検証

5.1 .　検証の視点　
検証のポイントは，主たる資金源ともいうべ
き安定した資金源の有無の確認である。安定し
た資金源とは継続性がありその変動が大きくな
い資金源のことで，このような安定性があるか
らこそ，計画や予算策定の根拠を提供すること
になる。そして，本データ上における継続的で
安定した資金とは，連続性があり，年による変
動が比較的小さい状態にあることと定義した。
以下，先述の仮説検証を行うが，そのポイ
ントは，2 ,000 万円未満の団体は安定した資金
源を確保できていないこと，これに比較して
2 ,000 万円以上は安定した資金源を確保してい
ることをデータ分析によって確認することであ
る。

5 .1 .1 .　 方法１：収入増減別にみた各収入費
目の収入比率

はじめに，2000 年から 2006 年の 7年間のパ
ネルデータを用いて，各収入費目の収入比率を
収入増減別にみることにした。事業収入比率で
は，3 ,000 万台，4 ,000 万以上の団体について，
2003 年に経常収入 2000 万台に到達するまでの
3年間，比率の増減は多少見られるものの，一
定割合で比率を伸ばしている。一方で，2 ,000
万台あるいは 2 ,000 万未満の団体では，経常収
入全体が 2 ,000 万台に到達するまでの 3年間の
事業収入の比率が大幅に増加した，あるいは大
幅に減少した団体がある。さらに，2003 年以
降も，3 ,000 万台，4 ,000 万以上では，事業収
入比率を維持あるいは増加させており，2 ,000
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万台の法人でも，事業収入比率を維持すると
ともに，60%以上の比率を占める団体も多い。
図 1および図 2でも示しているように，それぞ
れのグループの推移で見てみると，2 ,000 万以
上のグループでは前年度維持あるいは緩やかな
増加傾向を辿っている。一方，2 ,000 万未満の
法人では，経常収入全体の 5割程度で伸び悩ん
でおり，団体によっては，事業収入の伸び悩
み，あるいは急激な落ち込みが確認できる。た
だし，いずれのグループについても，グループ
内での比率の数値の幅が大きく，収入増減別の
特徴を捉えきれない。
続いて，社会的支援収入比率の推移を見る
と，2 ,000 万円台では，比率が一貫して 20%

以内にとどまっている団体が多いが，高い比率

で推移している団体もあり，2 ,000 万円台の中
でも二分しているように思われる。3 ,000 万円
台，4 ,000 万円以上の団体では，比率が一定で
はなく，増減の幅が大きい。同様に，2 ,000 万
円未満の団体でも，増減の幅が大きい。社会的
支援収入を構成する会費収入と寄付金収入に
分けて見てみると，3 ,000 万円以上の団体では
いずれも会費収入比率は比較的同じ割合である
が，寄付金収入比率の違いが大きく，同一グ
ループ内でも社会的支援収入比率に差が出てい
る。一方，2 ,000 万円台では，寄付金収入は団
体間の差が小さいが，会費収入では団体による
差が大きい。2 ,000 万円未満では，会費収入・
寄付金収入いずれの比率も団体ごとの差が大き
い。ただし，事業収入比率と同様，いずれのグ
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図 3　事業収入対前年比変化率
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ループについても，グループ内での比率を示す
数値の幅が大きい。
事業収入と社会的支援収入だけでなく，すべ
ての収入費目について経常収入に占める割合の
経年の推移をたどり，同様に収入増減別の比較
を行ったが，同様に明確な特徴や違いは見出せ
なかった。いずれも各グループ内の分散が大き
く，グループ内の一定の傾向を見出すまでには
至らなかった。 

5 .1 .2 .　 方法 2：収入増減別にみた各収入費目
の変動率 

前節では，経常収入に占める収入費目の比率
について比較分析を試みたが，収入増減別によ
る顕著な差異を確認するには至らなかった。そ

こで，収入費目の経常収入全体に占める比率で
はなく，収入費目そのものの変動に着目し，収
入増減別に各収入費目の対前年比変化率の推
移を追った。図 3は事業収入の変化率である。
3 ,000 万台，4 ,000 万以上の団体では，殆どが
経年で正値を取っており，前年と比べて事業収
入が増加していることがわかる。負値の場合
も 2 ,000 万台や 2 ,000 万未満と比較して，その
値が小さい。ただし，増加の程度は団体ごとに
差がある。2 ,000 万については，前年と比較し
て 20%程度の増加で推移している団体や，年
によって大幅に増加している団体もある。一方
で，変動が大きかったり，変化率が負値を取る，
すなわち前年から事業収入が減少した年もある
団体がある。2 ,000 万未満では，経年を通して
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図 4　社会的支援収入対前年比変化率
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変化率が負値である団体もあり，事業収入が減
少していることを示している。
図 4は社会的支援収入の変化率である。いず
れのグループも，変動が大きく，収入が増減
していることが分かる。2 ,000 万未満，2 ,000
万台では，2003 年以降の変動幅はやや小さい。
しかし，収入比率と同様，収入費目の変動につ
いても，グループ内でも差異が大きく，グルー
プごとの特徴や傾向を把握することが難しい。
対前年比変化率についても，すべての収入費目
を対象に同様の作業と分析を行ったが，収入増
減別による特徴的差異を確認することはできな
かった4。

5 .1 .3 .　 方法 3：収入多様性指標の四分位数に
よる分析

（1）分析方法の視点と手順
先の行われた方法から，グループ内の分散が
大きく，容易に特徴を把握できないという問題
が浮上した。そこで，4グループの特徴をより
明確に把握するために四分位数を用いて比較分
析を試みる。すなわち，ある指標の分布をもと
に，第 1四分位数，第 3四分位数を抽出し，こ
れらをもって比較する。四分位数に着目したの
は，病理研究などでの活用事例を参考にしたか
らである。すなわち，観察対象者（患者）の中で，
異なる数値を示す群を取り出し，これらを比較
することで，より顕著な症状の特徴を見出そう
とするものである（Shankar et al. 2006）。そこで，
本論では，4グループの第 1四分位数と第 3四
分位数を取り出し，それらの経年の変化を観察
することで，より明確な特徴や差異を抽出しよ
うした。
具体的には収入多様性の指標に着目し，その
分布をもとに，収入多様性の上位 25％，下位
25%の団体を抽出し，各グループを比較する。

4 上述の対前年比変化率による収入増減別の平均的な
特徴をグラフから明らかにするために，グラフ（図 4）
のサンプルから異常値を取り除いている。

収入多様性指標に着目したのは以下の理由か
らである。収入多様性指標は，事業収入比率，
社会的支援収入比率という代表的な 2つの収入
費目と高い相関を示していたからである。ま
た，2 ,000 万円未満から 4 ,000 万円以上にいた
るまで，いずれの 4つのグループにおいても，
収入多様性指標は 0 .3 から 1 .0 の間で，極端な
偏りなく，分布していたからである5。
次に，各収入費目にかかる 7年間のパネル
データの分析を行った。すなわち，上位 25%，
下位 25%の団体のうち，収入費目（事業収入
比率，社会的支援収入比率，寄付比率，入会
金・会費比率，補助金比率）について 7年間の
データが揃うものを選定し，これらをグラフに
した。その際，収入多様性の高い団体と低い団
体を区別するように配慮した。

（2）分析結果
表 2は収入多様性指標をもとにした四分位数
の一覧であるが，いくつか特徴的な差異を見出
すことができる。2 ,000 万円未満をのぞき，他
3グループは収入多様性が低いほど経常収入額
が大きい。また，どのグループも収入多様性が
低いほうが事業収入比率が高い。また，社会的
支援収入比率はこれとは逆で，収入多様性が高
いほうが高い。また，短期および中長期の財務
的持続性を示す指標は収入多様性が高いほどよ
い数値を示している。収益率も同様である。
次に四分位数として抽出されたサンプルにつ

5 2 ,000 万円未満から 4 ,000 万円上まで４つのグルー
プについてヒストグラムを作成し，分布状況を確認
した。下記は 3 ,000 万円台の収入多様性指標の分布
であるが，他のグループも類似の分布を示した。
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 付図 1　3 ,000 万円台収入多様性指標の分布
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いて，寄付や補助金などの各収入費目の対経常
収入比率について 7年間の推移をみた。その結
果，グループ間において顕著な差異を見出せた
のは，事業収入比率と社会的支援収入比率であ
る。図 5は事業収入比率の推移，図 6は社会的
支援収入比率の推移について，収入多様性の高
低別に示したものである6。
図5および図6より，2 ,000万円未満と2 ,000

万円以上の 3つのグループの間に顕著な差異を
見出すことができる。すなわち，2 ,000 万円未
満は事業収入比率および社会的支援収入比率の
双方の変動幅が大きく，収入多様性が高い団体
と低い団体の線が交差している。他方，2 ,000
万円以上になると，事業収入比率の変動幅は比
較的小さく，グループ内で収入多様性が高い団
体と低い団体の線は交差することなく 2つに分
かれている。　　
また，事業収入比率と社会的支援収入比率
のグラフを比較すると，2 ,000 万円以上の 3グ
ループについては，収入多様性の高い団体と低
い団体の分布が逆になっている。つまり，事業
収入比率の推移を示すグラフでは，収入多様性
の低い団体がグラフの上部に集中し，高い団体
がグラフの下部に集中するのに対し，社会的支
援収入比率のグラフでは，収入多様性の高い団
6 3 ,000 万円以上になると 7年間のデータが揃うサン
プル数が少ないことは本データの限界である。

体がグラフの上部に集中し，低い団体がグラフ
の下部に集中している。これは，事業収入とい
う単一の収入源によって安定した資金源を確保
するグループと，社会的支援収入によって安定
した資金源を確保しながら収入の多様性を維持
するグループの双方があることを示唆してい
る。のみならず，事業収入に安定した資金源を
求める団体は社会的支援収入比率が低く，社会
的支援収入に安定した資金源を求める団体は事
業収入比率が低い，という点も示されている。
これは，田中他（2009）による関連先行研究に
おける共分散構造による分析の結果，すなわ
ち，事業収入が社会的支援収入に対して負の相
関関係を示す，という内容とも一致している。
以上，本論を通して次の点が明らかになっ
た。
まず，2 ,000 万円未満は，2 ,000 万円以上の
グループに比較して，事業収入比率および社会
的支援収入比率の変動幅が大きい。
また，2 ,000 万円以上になると，収入多様性
が低くかつ事業収入比率の高い団体と，収入多
様性が高くかつ社会的支援収入比率の高い団体
の 2つに分かれる傾向がみられる。

6 .　結論

経常収入 2 ,000 万円未満のグループにおける

表 2　収入増減別の第 1および第 3四分位数

/

1
6

49,102,302 0.47 36.0% 46.7% 5.9 38.0% 10.2%

3
6

70,588,390 0.99 99.6% 0.3% 1.8 7.5% 2.2%

1
9

33,531,139 0.47 36.1% 44.7% 8.0 66.1% 7.7%

3
9

34,112,192 0.98 99.0% 0.9% 4.3 17.9% 1.6%

1
15

24,662,235 0.48 46.3% 43.8% 6.9 48.7% 0.6%

3
15

24,744,877 0.95 80.1% 8.9% 3.0 15.8% -0.3%

1
8

16,224,324 0.45 36.3% 44.6% 4.3 21.1% -3.9%

3
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図 5　収入多様性別・事業収入比率の推移

図 6　収入多様性別・社会的支援収入比率の推移
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安定した資金源の問題について，試行錯誤を行
いながら検証を行った。
2 ,000 万円以上のグループは，収入多様性が
低くかつ事業収入比率が高い団体と，収入多様
性が高くかつ社会的支援収入が高い団体の 2つ
に分かれる傾向が明らかであった。ここから想
定されるのは，主たる収入源になるべき安定し
た資金源を，事業収入に依拠する団体と，社会
的支援収入に依拠する団体の 2種類があるので
はないかという点である。しかしながら，2 ,000
万円未満にはこのような二分化の傾向がみられ
ない。さらにはこれらの資金源の変動幅が大き
いことから，主たる収入源になるべき，安定し
た資金源が確立されていないといえるだろう。
したがって，2 ,000 万円未満は，安定した資金
源を確保しきれない中で，各収入費目の比率が
相対的に高くなっている。そのため，社会的収
入支援比率も高く，収入多様性も高くなってい
るといえよう。
以上のように考えると，社会的支援収入比率
や収入多様性指標が財政的な持続性と関係性が
あるといえるのは，主たる資金源となるべき安
定した資金源を確保した上でのことであるとい
えるだろう。
また，平均値のデータをもって，安定した資
金源を構成する収入費目は一律に事業収入であ
ると捉えていた。しかし，先の分析からは，主
たる収入源を事業収入に求める団体のほかに，
社会的支援収入に求める団体が一定割合存在す
るといえる。

7 .　おわりに

本論はパネルデータを分析することによっ
て，団体がいかなるプロセスでキャッシュフ
ローや財務的な持続性を確保してゆくのかを探
ろうとしたものである。
4年間で収入規模を維持あるいは増加させた
団体と減少させた団体の最も顕著な差異は，主

たる収入源になるべき安定した資金源を確立し
ているか否かという点にあった。つまり，組織
を立ち上げた段階で取り組むべき重要課題は，
組織や活動の運転資金を確保した上で，次にい
かに継続的で安定した資金源を確保するかとい
う点である。また，その先には事業収入や社会
的支援収入などをバランスよく調達しながら，
いかに収入多様性や財務的持続性を確保するか
という課題がある。このような一連の課題は，
まさに非営利組織の成長・発展段階に応じた収
入戦略に通じるものである。
このように考えると，先行研究で示唆された
社会的支援収入にかかる見解に条件を加える必
要がある。すなわち，社会的支援収入は財務的
持続性に寄与する要因であると示されたもの
の，組織の発展段階によっては必ずしも持続性
を示唆するとは限らず，その意味が異なる点と
いう点である。
2 ,000 万円未満のグループのように安定財源
を確保できていない団体にとって，社会的支援
収入は，財務的安定性や持続性を提供する資金
源にはなっていない。では，この団体にとって
社会的支援収入はどのような意味を持つものな
のか。おそらく，組織を共に立ち上げた同僚や
関係者による寄付や会費で，いわば「身内から
の資金による運転資金」であると思われる。そ
して，「身内資金」への依存から，いかに外部
資金獲得へとシフトさせるのか，またそれが可
能になるような能力や信用力をいかに身に着け
ていくのかということが，組織運営の課題にな
る。その意味で，安定した資金源の確保は組織
運営力の向上に対して重要な鍵を握っている。
そして，安定した資金源を確保した次には，い
かに財務的な持続性を確保するかが課題にな
る。その際，社会的支援収入は重要な役割を果
たすと考えられる。しかし，社会的支援収入を
集めることは単に財務的な持続性の確保のみな
らず，それが持つ社会的な意味や寄付者や会員
との関係など団体の考え方や方針そのものが問
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われることになるだろう。
更なる研究課題についても述べる。本論で
は，成長・発展段階に応じた収入戦略として，
第 1に組織立ち上げ資金を調達するステージ，
第 2に活動を継続するためのより継続的で安定
した資金を確保するステージ，そして第 3に収
入多様化を獲得するステージを提案した。第 1
と第 2ステージについては本分析をもってその
所在を示した。しかし，立ち上げ段階にある第
1ステージにおいて，身内資金をどのように確
保しているのか，そして何を契機にどのような
タイミングで外部資金を獲得し，それを安定し
た資金源としていっているのかという点につい
ては踏み込めていない。この点はデータベース
による分析に加え，ヒアリング等による情報収
集が必要になる。
また，収入多様性を確保する第 3ステージ
については本論では説明していない。Greenlee 

and Tuckman （2007） が指摘したような，基金に
相当するような財源を確立しながら，なおかつ
多様性を確保しているような「安定期」にある
団体が存在しなかったためである。しかしなが
ら，分析結果が示唆するように，高い収入多様
性を維持しながら，収入規模を伸ばしている団
体が一定程度存在していることを鑑みると，日
本のNPOセクターの文脈での，第 3ステージ
の存在やその特徴を見出せる可能性があると考
える。
また，今回対象としたのは 7年間の限定的な
パネルデータであるが，対象期間や対象範囲を
拡大し分析環境を整えることで，より豊富な示
唆を引き出すことができるだろう。本研究は，
入手可能なデータベースから得られた財務情報
に基づき，経年の変化や傾向を観察したもので
あるが，今後は統計的分析に基づく仮説検証や
考察の根拠を示す必要がある。
財務面のみならず，組織や活動運営面で，ス
タンダートともいうべき，共通の目安をもたな
い非営利セクターである。しかし，その成長発

展と社会的な信用力の向上を目指す非営利組織
の経営者にとって，何らかの目安を望む声が大
きい。小さな一歩ではあるが，今後のこの分野
の研究の展開の契機を提供することができたら
幸いである。
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In this paper, we developed panel data of NPO's fi nancial statements, and analyzed it with fi nancial 

ratios to explore the process that NPOs construct their stable cashfl ow corresponding with their stage 

of development. Samples of the data were divided into four groups by fluctuation ratios of their 

income within 7 years. Following an analysis with fi nancial ratios and proportions of revenue sources 

demonstrating the characteristics of those four groups, we formed and verifi ed a hypothesis about the 

process in which NPOs constructs their cashfl ow. The results showed that the NPOs that decreased 

their income failed to establish stable fi nancial sources that may provide a basis for annual planning 

and budgeting. On the other hand, the NPOs that kept or increased their income tend to secure stable 

fi nancial sources that would be composed either by income from businesses or by socially supported 

income such as giving and membership fee.

JEL Classifi cation: G32 , H83 , L31
Key words: NPO, panel data, cash fl ow, stages of NPO lifetime, stable fi nancial sources
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